
書式第 12号 (法第 28条関係 )

2023年度  事 業 報 告 書

2023`午4月 1日 から2024`年:3月 31日 ま
~C

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

1 事業の成果
2023年度は、財政支出を伴 う事業は実施 しなかったが、すべてボランティア・ベースによる活動を

し、成果をあげることができた。
公共政策に関する調査 。研究事業においては、政策形成に係る要人との意見交換 (ヒ アリング)を

し、 、 の両名との対談を実現することができた。
また、公共政策研究の過程及び成果を内外に発信する事業については、ウェブサイ トを活用し活動内

の適時適 な に めたほか、地方首長選挙を前にした公開討論会を主催する各地青年会議所からの
頼を受け、 を討論のコーディネーターとして派遣する支援活動 (港 区
た。また、共同ピーアール総合研究所と協働で 「みんなで考えるSDGsの 日 2023」 動画 )

作成および配信も例年通り実施 した。
この間、人材育成については、関西地区における今後のIR(統合型 リゾー ト)の展開可能性等を踏ま

え、神戸市内において多数の参加者を得て 「ギャンブル依存症対応に関する勉強会」を実施することが
きた。

なお、今年度は諸般の事情により、公共政策の研究および実践に関わる者の相互交流を推進する事業
実施 しなかった。

以上から、2023年度の当法人の特定非営利活動は、総 じて一定の実績を挙げることができたものと考
ている。
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1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費

2 受取寄附金

事業寄附金

その他寄附金

3 受取助成金等

受取補助金
4 事業収益

(1)公共政策に関する調査 。研究事業収益

(2)公共政策研究の過程及び成果を内外に
発信する事業収益

(3)公共政策に係る人材育成事業収益

(4)公共政策の研究および実践に関わる者
の相互交流を推進する事業収益

5 その他収益

受取利息

雑収入

2023年度 活動計算書

2023年 4月 1日 から2024年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

(単位 :円 )

経常収益計
Ⅱ 経常費用

1 事業費

(1)人件費

臨時雇手当

諸謝金

人件費計

(2)そ の他経費

会議費

旅費交通費

褒賞費

消耗品費

支払手数料

通信費

修繕費
広告宣伝費

業務委託費
その他経費計

事業費計

2 管理費

(1)人 件費

役員報酬

臨時雇手当

諸謝金

人件費計

科
日
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559.385

(2)そ の他経費

消耗品費

通信費

会議費

旅費交通費

交際費

支払手数料
広告宣伝費

業務委託費

その他経費計

管理費計

経常費用計

当期経常増減額
Ⅲ 経常外収益

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額



書式第 15号 (法第 28条関係 )

I 資産の部

1 流動資産

現金

普通預金 (り そな銀行 )

通信用郵便切手類

売掛金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金

仮受金

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

2023年 度 貸借対照表

2024年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

(単位 :円 )

科
日

Ｈ 金 額

0

625,389

0

0

625,389

625,389

559,

559,385正味財産合計



負債及び正味財産合計 389



只

）

2023年度  計算書類の注記

重要な会計方針

計算書類の作成は、発生主義によっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)固 定資産の減価償却の方法

該当なし

(3)引 当金の計上基準
・ 退職給付引当金     該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理

該当なし

(5)消費税等の会計処理

事業規模少額のため該当なし (非課税法人 )

2.事業別損益の状況

_生農狙 :塾!鯉:ユl法人 .塗:些:國:飯1理当 :鎧:

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.そ の他収益

経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費

臨時雇手当

諸謝金

人件費計
(2)その他経費

広告宣伝費

会議費

旅費交通費

通信費

消耗品費

修繕費

支払手数料

業務委託費

褒賞費

その他経費計
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経常費用計

当

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使 途等が制約された寄附金等の内訳

使途等が制約 された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通 りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

以下の各項はすべて該当なし

5.固定資産の増減内訳

6.借入金の増減内訳

7.役員及びその近親者 との取引の内容

役員及びその近親者 との取引は以下の通 りです。

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表 )

内容 金額 算定方法
該当なし

内容 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

合計

科 目 期首取得価額 取得 減 少 期末取得価額 期末帳簿価額

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

|

投資その他の資産

敷金

|

合計

科 目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

合計

科 目

計算書類に
計上された

金額

内役員及び近
親者 との取引



8 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかに
するために必要な事項

事業費と管理費の技分方法

その他の事業に係る資産の状況



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 財産目録

2024年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

(単位 :円 )

科
□
日 金 額

資産の部

1 流動資産 ・

現金預金

手元現金

普通預金 (り そな銀行 )

通信用郵便切手類

未収金

特定非営利事業未収金

流 動 資 産 合 計

2 固定資産

(1)有形固定資産

什器備品

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部

1 流動負債

未払金 (特定非営利事業に係る未払費用)

仮受金 (特定非営利事業に係る借受金)

流 動 負 債 合 計

2 固定負債

長期借入金

固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

正 味 財 産

0

625,389

0

625,389

625,389

625,389



書式第 18号 (法第 28条関係 )

2023年度 年間役員名簿

2023年 4月 1日 から2024年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 公共政策調査機構

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事
イタダ  ケンザプロウ

池田 健二郎
2022年4月 1日 ～

2023年 3月 31日
な し

理事 筆X臭意子 2022年4月 1日 ～

2023年3月 31日
な し

監事 箱澤 赤三員
`

2022年4月 1日 ～

2023年 3月 31日
な し



書式第 4号 (法第 10条 。第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿
2024年 3月 31日 現在

特定非営利活動法人公共政策調査機構

氏   名

池 田 健二郎

９

“ 中林 美恵子  

Ｒ
） 笹島 潤也

4 相澤 弥一郎

5 徳川 家広

ハリ 射場本 健彦

７

・ 勝又 恒一郎

8
株式会社 ジャパンコ

クション代表取締役
場本健彦

Ｑ

）

池田政策研究所 代表
池田健二郎

10
株式会社池田健二郎
務所 代表取締役 
田健二郎




